































































































































































































































































































































































































































































































































































































には、救貧法および貧困救済に関する王立委員会（Royal Commission on the Poor 




of the Royal Commission on the Poor Laws and Relief of Distress）と称する多数
派の報告書に対して、少数派の報告は『分離報告書』（Separate Report）という形
で提出された。ビアトリスを中心とする少数派の報告書は、貧困が個人の要因と
してよりも、社会的要因を原因とする場合が多いことから、貧困に陥ってしまっ
20
た人を事後的に救済する従来の救貧行政よりも、貧困となる原因を取り除くための
貧困予防、すなわち事前の防貧的な政策体系の意義を主張した。そのうえに、救
貧法が予防の体系から乖離していることから、少数派は救貧法の解体を主張して
いる。なお、少数派の報告書にみられるナショナル・ミニマム論は、さまざまな
防貧的な政策を体系化し、ライフサイクルを通じて、貧困となる原因を取り除く
ことにより、すべての人にナショナル・ミニマムを維持するという考え方であった。
ナショナル・ミニマム論に関する以上の記述は、小山路男「ウェッブ夫妻」、 ～
25頁、金子光一『社会福祉のあゆみ　社会福祉思想の軌跡』、07 ～ 頁、佐藤
進・金川琢雄編『あたらしい社会保障・社会福祉法概説』、 ～ 9頁、朴光駿『社
会福祉の思想と歴史―魔女裁判から福祉国家の選択まで―』、72 ～ 7頁などに
依存している。
３）工藤恒夫「日本の社会保障プラン―950年『勧告』の「基本的考え方」―」『経
済学論纂（中央大学）』、第5巻第５・６合併号、995年、297頁、この点に関して、
５章で論じる950年勧告では直接触れていないものの、勧告案の土台となった「社
会保障制度研究試案要綱」に、「国民の生活水準の向上に比例即応するものでなけ
ればならない」として、その記述がみられる。
４）本文における以下の推計試算に関するデータは、社会保障研究所編『戦後の社
会保障　資料　』、66 ～ 67頁に依存している。
５）GHQの各部局から、日本政府宛に発せられる命令のうち、覚書はSCAPINとい
う文書形式で伝えられた。なお、SCAPINの正式名称をSCAP Index Numberとい
うらしい。
６）本文では、勧告による医療給付保険案を紹介していくが、ここでは、戦前およ
び戦時下の公的医療保険制度の展開を確認しておこう。そもそも、鉱業法および
工場法に基づく労働者を対象にして、922（大正）年には、健康保険法が制
定されている。健康保険は、日本において、民間の被用者を対象にした初めての
社会保険であった。健康保険では、大企業の健康保険組合を保険者とする組合管
掌方式と、中小企業を対象に、政府が保険者になる政府管掌方式とがある。健康
保険組合の発想は、民間企業の共済組合活動を原点にしているという。やがて、
99（昭和4）年には、健康保険法の対象外とされてきた民間給与所得者に対し
ても、職員健康保険法が制定されるが、これは、942（昭和7）年の健康保険法
の大改正により、健康保険に統合されることになった（翌年４月１日施行）。制定
当初における健康保険では、従業員を0人以上有する事業所を適用対象とし、被
保険者本人に対してのみ全額給付としてきた。また、業務上の疾病や傷病に対す
る給付も含まれていた。しかし、終戦までの間に、従業員を５人以上有する事業
所にまで適用対象を拡大している。また、被保険者の扶養家族に対する５割給付も、
改正により創設された。他方、農業従事者などの非被用者を対象に、9（昭和
2戦後の経済回復期における社会保障構想の展開
）年には、国民健康保険法が制定されている。これは市町村を単位とし、組合
方式による国民健康保険組合を任意に設立し、加入に関しても任意とされた。し
たがって、この時点においては、組合方式による運営であり、市町村による公営
事業ではない。これら健康保険と国民健康保険の他に、民間の特定職域では、医
療保険を有する船員保険も、戦時下の99（昭和4）年に制定されている。とこ
ろで、官業に関しては、国有鉄道の共済組合を初めとして設立されていたし、政
府職員による共済組合も存在していた。
７）憲法第25条の第２項をみてみよう。同項では、社会保障に対する国の責任を規
定している。国の社会保障に対する義務を明らかにするために、衆議院の審議の
過程を通じて、「法律は」から「国は」に改められた経緯を有する。もっとも、同
項に関しては、国の義務として、社会福祉、社会保障、公衆衛生を並列している 
が、どのように解釈すべきなのだろうか。ただ、並列的に解釈するのならば、社
会福祉や公衆衛生は、社会保障の分野に含まれないことになろう。このように３
つの分野を並列した場合、社会保障を狭義の意味合いに捉えることにより、欧米
諸国にみられる所得保障と同義的に解釈することもできよう。この場合、社会保
障の範囲として、各種の社会保険のみを指す場合もあれば、これに公的扶助を加
える場合もある。もっとも、日本では、社会保障に関して、950年勧告の構想に
みられるように、社会保険、公的扶助、社会福祉、公衆衛生及び医療をその範囲
として捉えることが一般的である。
８）総理府社会保障制度審議会事務局編纂『社会保障制度審議会二十年の歩み』、46
～ 47頁を参照せよ。「社会保障制度研究試案要綱」の段階においては、「国民の社
会的責任」および「社会保障の向上」という記述がみられた。これに対して、Ｇ
ＨＱ側は、社会主義的な考え方であり、自由主義の精神にかけていると批判した。
「かかる自由の犠牲によってあがなわれる社会保障は事実上奴隷制度といってよ
い」と批判を加えている。
９）近藤文二「アメリカ社会保障制度調査団報告書と社会保障制度審議会の勧告」、
25頁。
0）このような950年勧告および962年勧告の考え方に沿った分類により、社会保
障制度審議会事務局は、社会保障の総額を数量的に把握する必要から、960（昭
和5）年以降、社会保障関係総費用を算出してきた。ただし、社会保障制度審議
会は、中央省庁等再編により、200（平成）年１月に解散となった。これにより、
社会保障関係総費用の算出も取り止められた。
）総理府社会保障制度審議会事務局編纂『社会保障制度審議会二十年の歩み』社
会保険法規研究会、97年、66 ～ 67頁。
2）本文における以下の推計試算に関するデータは、社会保障研究所編『戦後の社
会保障　資料　』、20 ～ 204頁の第２～４表に依存している。
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）『同上書』、202頁の第１表に依存している。
4）大内兵衛「日本の社会保障制度」、2頁。
5）近藤文二「アメリカ社会保障制度調査団報告書と社会保障制度審議会の勧告」、
252頁。
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